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兼松エレクトロニクス株式会社
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連結注記表
（継続企業の前提に関する注記）
　特に記載する事項はありません。
　
　
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 ５社
（2）連結子会社の名称 ケー・イー・エルテクニカルサービス株式会社、兼松電子（成都）有限公司、Kanematsu

Electronics（Thailand）Ltd.、日本オフィス・システム株式会社、株式会社ｉ－ＮＯＳ
2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数 ０社

（2）持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の名称
メモレックスリース株式会社

持分法を適用しない理由
持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、連
結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

　
3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、兼松電子（成都）有限公司の決算日は、12月31日であります。
　連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上
必要な調整を行っております。

　
4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準および評価方法
① 有価証券

その他有価証券
時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平

均法により算定）
時価のないもの 主として総平均法に基づく原価法

② デリバティブ 時価法
③ たな卸資産 通常の販売目的で保有するたな卸資産

主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）

仕掛品
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
（リース資産を除く）

定額法
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ２～18年
貸与資産 ２～７年
また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌
年から５年で均等償却する方法によっております。

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

市場販売目的のソフトウェア
見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（主として３年以内）に基づく均等配分額とを比較
し、いずれか大きい額を計上しております。
自社利用のソフトウェア
社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用しております。
その他の無形固定資産
定額法を採用しております。

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　
（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
② 賞与引当金 従業員の賞与の支払いにあてるため、支給見込額に基づき、当連結会計年度に見合う額を計上して

おります。
③ 役員賞与引当金 役員の賞与の支払いにあてるため、支給見込額に基づき、当連結会計年度に見合う額を計上してお

ります。
④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しており

ます。
　
（4）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 重要なヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等につ
いては、振当処理を行っております。

② 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生年度に全額費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する
こととしております。
小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自
己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

③ 消費税等の会計処理方法
消費税および地方消費税については、税抜方式を採用しております。
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（表示方法の変更）
貸借対照表関係
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）に伴う、「会社法施行規則及び会社計算
規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 2018年３月26日）を当連結会計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産
の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しました。

（連結貸借対照表に関する注記）
有形固定資産の減価償却累計額 4,312,810千円

　
　

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式に関する事項

　

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式 （株） 28,633,952 ― ― 28,633,952
　
2. 自己株式に関する事項

　

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式 （株） 35,936 309 ― 36,245
　
3. 新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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4. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2018年５月16日
取締役会 普通株式 1,858,871 65 2018年３月31日 2018年６月１日

2018年10月31日
取締役会 普通株式 1,572,875 55 2018年９月30日 2018年12月３日

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるもの
次のとおり、決議を予定しております。

　

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2019年５月15日
取締役会 普通株式 利益剰余金 2,001,839 70 2019年３月31日 2019年５月31日
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は
主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
　デリバティブは、内部管理規定に従い、実需の範囲で行うこととしております。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　2019年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで
あります。

　

連結貸借対照表
計上額（千円）（*1） 時価（千円）（*1） 差額（千円）

（1）現金及び預金 41,811,306 41,811,306 ―
（2）受取手形及び売掛金 16,376,070 16,376,070 ―
（3）リース投資資産 19,825 19,825 ―
（4）投資有価証券 415,129 415,129 ―
（5）支払手形及び買掛金 (7,789,199) (7,789,199) ―
（6）未払法人税等 (1,954,656) (1,954,656) ―
　

（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（注1）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（3）リース投資資産

　回収可能性を反映した元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値
によっております。

（4）投資有価証券
　これらの時価は、取引所の価格によっております。

（5）支払手形及び買掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。また、一部
為替予約等の振当処理を行っているデリバティブ取引については、ヘッジ対象とされている債務（主として買掛金）と一体
として処理しているため、その時価は、当該債務の時価に含めて記載しております。

（6）未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額395,845千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら
れることから、「（4）投資有価証券」には含めておりません。
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（賃貸等不動産に関する注記）
　特に記載する事項はありません。
　
　
（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 1,726円33銭
2. １株当たり当期純利益 235円66銭

　
　
（重要な後発事象に関する注記）
　特に記載する事項はありません。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準および評価方法
（1）有価証券

子会社株式および関連会社株式
総平均法に基づく原価法
その他有価証券
時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）
時価のないもの
総平均法に基づく原価法

（2）デリバティブ
時価法

（3）たな卸資産
通常の販売目的で保有するたな卸資産
主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　
2. 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
（リース資産を除く）

定額法
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ３～18年
器具備品 ２～20年
貸与資産 ４～６年
また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌
年から５年で均等償却する方法によっております。

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

市場販売目的のソフトウェア
見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額とを比較し、いず
れか大きい額を計上しております。
自社利用のソフトウェア
社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用しております。
その他の無形固定資産
定額法を採用しております。

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
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3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員の賞与の支払いにあてるため、支給見込額に基づき、当事業年度に見合う額を計上しております。

（3）役員賞与引当金
役員の賞与の支払いにあてるため、支給見込額に基づき、当事業年度に見合う額を計上しております。

（4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。
過去勤務費用は、その発生年度に全額費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

　
4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っております。

（2）消費税等の会計処理方法
消費税および地方消費税については、税抜方式を採用しております。

（3）退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の方法と異なっております。
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（表示方法の変更）
貸借対照表関係
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）に伴う、「会社法施行規則及び会社計算
規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 2018年３月26日）を当事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区
分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しました。

（貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 1,347,501千円

2. 関係会社に対する短期金銭債権 169,076千円

3. 関係会社に対する短期金銭債務 1,506,826千円
　

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引 8,860,475千円
営業取引以外の取引高 1,340,861千円

　
（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類および総数に関する事項

　

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式 （株） 35,936 309 ― 36,245
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）
2019年３月31日現在

（繰延税金資産）
　 退職給付引当金 212,227
　 賞与引当金 137,790
　 未払事業税 78,967
　 役員退職給与長期未払金 33,179
　 関係会社出資金評価損 33,080
　 資産除去債務 26,874
　 商品評価損 25,561
　 社会保険料 19,290
　 会員権評価損 11,691
　 投資有価証券評価損 1,922
　 その他 36,783
　 小計 617,370
　 評価性引当額 △11,691
　繰延税金資産合計 605,679
　
（繰延税金負債）
　 その他有価証券評価差額金 △81,093
　繰延税金負債合計 △81,093
　繰延税金資産純額 524,585
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（関連当事者との取引に関する注記）
1. 親会社および法人主要株主等
　重要性がないため記載を省略しております。

　
2. 子会社

　

属 性 会社等の
名称

議決権等の
所有割合

関係内容
取引内容 取引金額 科目 期末残高役員の

兼任等 事業上の関係

千円 千円

子会社
ケー・イー・エ
ルテクニカルサ
ービス株式会社

100.0％ 当社役員
５名

当社保守業務
の委託

保守業務の
委託 6,903,260 未払費用 1,274,839

利息の支払 163 ― ―

（注）1. 取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。
2. 保守業務の委託料については、一般取引と同様、市場価格に基づき交渉の上決定しております。
3. 資金の貸付については、市場金利等を勘案して、協議の上決定しております。

　

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 1,465円74銭
2. １株当たり当期純利益 197円22銭
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